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…損益の状況
主要な業務指標

最近５事業年度の主要な経営指標… （単位：百万円、千口、人、％）

項　　　　　目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

経 常 収 益 18,402 18,442 18,841 19,821 21,716
経 常 利 益 3,568 4,688 4,401 4,367 3,894
当 期 剰 余 金 3,347 4,168 4,052 3,902 3,185
出 資 金 74,496 74,495 74,495 74,495 74,495

（ 出 資 口 数 ） （7,449） （7,449） （7,449） （7,449） （7,449） 
純 資 産 額 169,379 164,730 154,429 164,672 155,134
総 資 産 額 2,056,171 2,042,463 1,990,307 1,958,072 1,850,772
貯 金 等 残 高 1,831,229 1,838,142 1,804,451 1,771,566 1,677,328
貸 出 金 残 高 259,839 265,136 275,685 266,471 262,144
有 価 証 券 残 高 543,878 548,166 518,673 483,217 408,269
剰 余 金 配 当 金 額 2,960 3,068 3,258 3,103 2,452

普 通 出 資 配 当 額 439 439 439 439 219
後 配 出 資 配 当 額 525 525 525 525 262
事 業 分 量 配 当 金 1,995 2,104 2,293 2,138 1,970

職 員 数 172 169 162 160 163
単 体 自 己 資 本 比 率 13.66 12.86 12.15 11.40 11.02

（注）１．総資産額には、債務保証見返勘定が含まれています。
　　２． 「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基

づき算出しています。

利益総括表… （単位：百万円、％）

項　　　　　　目 令和５年度 令和６年度 増　　　減

資 金 運 用 収 支 3,452 7,667 4,215
役 務 取 引 等 収 支 △ 414 △ 514 △ 100
そ の 他 事 業 収 支 △ 95 △ 3,612 △ 3,516
事 業 粗 利 益 2,942 3,540 598

（ 事 業 粗 利 益 率 ） （0.17） （0.21） （0.04） 
（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）

　　２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
　　３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用
　　４．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
　　５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100

事業純益… （単位：百万円）

項　　　　　　目 令和５年度 令和６年度 増 減

事 業 純 益 △ 154 415 570
実 質 事 業 純 益 △ 154 415 570
コ ア 事 業 純 益 1,079 3,787 2,707
コア事業純益（投資信託解約損益を除く） 1,882 651 △ 1,231

（注）１．事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金繰入額
　　２．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　３．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益
　　　　 国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益

です。
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（２） 当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
 （単位：百万円）

売　却　額 売　却　益 売　却　損

株 　 式 629 87 54

債 　 券 63,981 352 3,724

そ の 他 4,260 923 109

合 　 計 68,871 1,363 3,888

7　金銭の信託に関する事項
金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。

（１） その他の金銭の信託
 （単位：百万円）

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

うち貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの

うち貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの

そ の 他 の 
金銭の信託 126,384 123,940 2,444 5,341 △2,897

（注）1. 上記差額合計から繰延税金負債691百万円を差し引いた金額
1,752百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

　　2. 「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借
対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差
額」の内訳です。

8　退職給付に関する事項
（１） 退職給付

①採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、
退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加え、
同規程に基づき退職給付の一部に充てるため、全国共済農
業協同組合連合会との契約に基づく確定給付企業年金制度
を採用しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

②確定給付制度
ａ　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 864百万円
退職給付費用  99百万円
退職給付の支払額 △54百万円
制度への拠出額 △19百万円
期末における退職給付引当金 890百万円

ｂ　 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された
退職給付引当金の調整表

退職給付債務 1,447百万円
年金資産 △557百万円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 890百万円
退職給付引当金 890百万円

ｃ　退職給付に関する損益
簡便法で計算した退職給付費用 99百万円
臨時に支払った割増退職金 9百万円
退職給付費用 108百万円

（２） 人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組
合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を
廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組
合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充
てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負
担金の額は、16百万円となっています。
また、存続組合により示された令和７年３月現在における令
和14年３月までの特例業務負担金の将来見込額は、117百万円
となっています。

9　税効果会計に関する事項
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

繰延税金資産
貸倒引当金超過額 14百万円
賞与引当金超過額 33百万円
退職給付引当金超過額 252百万円
県相互援助積立金超過額 952百万円
有価証券有税償却額 10百万円
未払奨励金損金否認額 206百万円
未払事業税 29百万円
その他 88百万円

繰延税金資産小計 1,586百万円
評価性引当額 △1,029百万円
繰延税金資産合計（A） 556百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,361百万円
固定資産圧縮積立金 △64百万円
資産除去債務 △0百万円

繰延税金負債合計（B） △1,426百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △869百万円

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な要因
法定実効税率 27.66％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.84％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.07％
事業分量配当金 △14.49％
住民税均等割等 0.10％
評価性引当額の増減 0.19％
税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △0.14％
控除対象外源泉税 3.53％
その他 △0.32％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.30％

（３） 税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債への影響額
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が

令和７年３月31日に国会で成立したことに伴い、令和８年４月
１日以後開始する年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われ
ることになりました。これに伴い、令和８年４月１日に開始す
る年度以降に解消が見込まれる一時差異について、繰延税金資
産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前年度
の27.66％から28.38％に変更されました。その結果、当年度の
繰延税金負債が29百万円増加し、その他有価証券評価差額金が
34百万円減少し、法人税等調整額が５百万円増加しています。

10　資産除去債務に関する事項
（１）資産除去債務の概要

当会の一部の建物に使用されている有害物質を除去する債務に
関して、資産除去債務を計上しています。また、当会の一部の建
物は他社が所有する建物内に設置し、設置の際に当該建物の所
有者と使用に係る営業承認契約を締結しており、承認期間終了に
よる原状回復義務に関しても、資産除去債務を計上しています。

（２）資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込み期間は18
年～19年、割引率は0.455％～2.015％を採用しています。

（３）当年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 15百万円
時の経過による調整額 0百万円
資産除去債務の取崩による減少額 －百万円
見積りの変更による増加額 31百万円
期末残高 47百万円
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資金運用収支の内訳… （単位：百万円、％）

項　　　　　目
令和５年度 令和６年度

平均残高 利 息 利回り 平均残高 利 息 利回り

資 金 運 用 勘 定 1,766,203 11,950 0.68 1,686,266 16,601 0.98
う ち 預 け 金 998,582 5,079 0.51 989,915 6,642 0.67
う ち 有 価 証 券 502,598 4,895 0.97 446,786 8,551 1.91
う ち 貸 出 金 265,021 1,975 0.75 249,290 1,406 0.56

資 金 調 達 勘 定 1,708,382 8,497 0.50 1,630,624 8,934 0.55
う ち 貯 金 ・ 定 積 1,793,675 8,928 0.50 1,740,673 9,583 0.55
う ち 譲 渡 性 貯 金 － － － － － －
う ち 借 用 金 20,380 94 0.46 8,500 － 0.00

総 資 金 利 ざ や 0.00 0.24
（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率

　　　　 資金調達原価率＝（資金調達費用（貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利
息＋その他支払利息（支払雑利息等））＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保
金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）－金銭の信託運用見合額）×100

　　２．資金運用勘定の「うち預け金」の利息には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。
　　３．資金調達勘定の「うち貯金・定積」の利息には、支払奨励金が含まれています。
　　４．資金調達勘定計の平均残高及び利息は金銭の信託運用見合額及び金銭の信託運用見合費用を控除しています。

受取・支払利息の増減額… （単位：百万円）

項　　　　 　 目 令和５年度増減額 令和６年度増減額

受 取 利 息 68 4,651
う ち 預 け 金 △ 448 1,562
う ち 有 価 証 券 475 3,656
う ち 貸 出 金 40 △ 568

支 払 利 息 △ 194 436
う ち 貯 金 ・ 定 積 △ 126 557
う ち 譲 渡 性 貯 金 － － 
う ち 借 用 金 △0 △ 94

差 引 263 4,215
（注）１．増減額は前年度対比です。

　　２．受取利息の「うち預け金」には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。
　　３．支払利息の「うち貯金・定積」には、支払奨励金が含まれています。
　　４．支払利息計の増減額は、金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。
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